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令
和
３
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
と
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、７
月
１
日（
本
算

定
日
）に
１
年
間
の
税
額
が
決
定
し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険

　
　

　

▼
国
民
健
康
保
険
税
の
算
定
方
法

　
国
民
健
康
保
険
税
は
、医
療
保
険
分
、後

期
高
齢
者
支
援
金
分
、介
護
納
付
金
分
を

合
算
し
算
定
し
ま
す（
表
１
・
例
１
）。

　
医
療
保
険
分
お
よ
び
後
期
高
齢
者
支
援

金
分
は
、す
べ
て
の
国
民
健
康
保
険
加
入

者
に
課
税
さ
れ
ま
す
。介
護
納
付
金
分
は

40
歳
か
ら
64
歳
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者

に
課
税
さ
れ
ま
す
。65
歳
以
上
の
人
は「
第

１
号
被
保
険
者
」と
な
り
、介
護
保
険
制
度

で
介
護
保
険
料
が
課
さ
れ
ま
す
。

▼
今
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る
改
正
点

　
税
制
改
正
に
よ
り
公
的
年
金
と
給
与
の

所
得
が
最
大
10
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ

と
に
伴
い
、国
民
健
康
保
険
税
を
計
算
す

る
際
の
基
礎
控
除
額
が
33
万
円
か
ら
43
万

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。ま
た
、同
様

の
理
由
で
所
得
が
低
い
世
帯
に
対
す
る
軽

減
措
置
に
つ
い
て
も
、軽
減
判
定
所
得
が

見
直
さ
れ
ま
し
た（
表
２
）。

▼
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
に
つ
い
て

　

国
民
健
康
保
険
税
に
は
、所
得
の
低
い

人
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、均
等
割
額・

平
等
割
額
の
７
割
、５
割
、２
割
を
軽
減
す

る
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す（
表
２
）。

※�

所
得
が
な
く
て
も
、住
民
税
申
告
を
し

な
い
と
措
置
が
受
け
ら
れ
な
い
の
で
、

必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
納
税
義
務
者

　

納
税
義
務
者
は
世
帯
主
で
す
。世
帯
主

本
人
が
社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
る

場
合
や
、後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入

し
て
い
る
75
歳
以
上
の
人
で
も
納
税
義
務

者
に
な
り
ま
す
。

▼
特
別
徴
収（
年
金
か
ら
の
天
引
き
）

　
す
で
に
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
い
る

世
帯
の
保
険
税
は
、７
月
１
日（
本
査
定
）

に
決
定
す
る
年
税
額
か
ら
、４
月
、６
月
、

８
月
で
徴
収
し
た
額
を
差
し
引
き
、残
り

が
10
月
、12
月
、翌
年
２
月
に
受
給
す
る
年

金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

▼�

普
通
徴
収（
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替

で
の
納
付
）

　

納
税
通
知
書
が
７
月
中
旬
に
発
送
さ

れ
、納
期
は
年
８
回（
７
月
か
ら
翌
年
２
月

ま
で
毎
月
）で
す
。納
付
方
法
は
、納
付
書

に
よ
り
金
融
機
関
や
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス

ト
ア
、Ｐ
ａ
ｙ
Ｐ
ａ
ｙ
な
ど
で
直
接
納
め

る「
納
付
書
払
い
」と
、あ
ら
か
じ
め
指
定

し
た
口
座
か
ら
納
付
期
限
の
日
に
自
動
的

に
引
き
落
と
す「
口
座
振
替
」の
２
種
類
が

あ
り
ま
す
。

　
口
座
振
替
を
希
望
す
る
人
は
、市
役
所
、

玉
穂
・
豊
富
支
所
ま
た
は
、市
内
の
金
融
機

関
に
備
え
付
け
て
あ
る
口
座
振
替
依
頼
書

に
必
要
事
項
を
記
入
し
、引
き
落
と
し
を
希

望
す
る
金
融
機
関
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

▼�

年
度
の
途
中
で
75
歳
に
な
る
人
の
国
民

健
康
保
険
税

　
誕
生
日
前
月
ま
で
国
民
健
康
保
険
で
賦

課
さ
れ
、誕
生
日
の
属
す
る
月
か
ら
は
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
で
賦
課
さ
れ
ま
す

（
例
２
）。

（表１）令和３年度国民健康保険税の税率・税額

区分 課税
対象額

医療保険分
（すべての被保険者)

後期高齢者支援金分
（すべての被保険者）

介護納付金分
40歳～ 64歳の被保険者

所得割額 課税標準額
（注） 7.57％ 2.33％ 1.86％

均等割額 被保険者
１人あたり 3万1,300円 9,600円 9,800円

平等割額 １世帯あたり 2万2,700円 6,900円 4,600円

限度額 63万円 19万円 17万円

（注）課税標準額＝前年中所得－43万円（基礎控除額）

（表２）国民健康保険税均等割額・平等割額の軽減
軽減割合 世帯の総所得金額など
７割軽減 43万円＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

５割軽減 43万円＋(28万5,000円×世帯の被保険者数)
＋10万円×(給与所得者等の数－１)以下

２割軽減 43万円＋(52万円×世帯の被保険者数)＋10万円
×(給与所得者等の数－１)以下

（例２）令和３年９月20日に75歳になる場合
・	 �令和３年４月～８月まで国民健康保険で賦課（５か月分を課税）
・	 �令和３年９月～令和４年３月まで後期高齢者医療制度で賦課
（７か月分を課税）

➡
問
合
せ　

保
険
課　

☎
２
７
４
ー
８
５
４
５

　

山
梨
県
後
期
高
齢
者
医
療
連
合　

☎
２
３
６
ー
５
６
７
１
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後
期
高
齢
者
医
療
制
度

▼
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
の
更
新

　
現
在
お
持
ち
の
被
保
険
者
証
の
有
効
期

限
は
令
和
３
年
７
月
31
日
で
す
。令
和
２

年
度
の
保
険
料
を
完
納
さ
れ
て
い
る
人
に

は
、７
月
中
旬
に
新
し
い
被
保
険
者
証
を

郵
送
し
ま
す
が
、保
険
料
に
未
納
が
あ
る

人
は
有
効
期
限
の
短
い
被
保
険
者
証
に
な

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※�

有
効
期
限
が
切
れ
た
被
保
険
者
証
は
ご

自
身
で
破
棄
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
保
険
料
に
つ
い
て

　
７
月
に
令
和
３
年
度
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
が
決
定
さ
れ
ま
す（
表
３
）。

　
今
年
度
の
７
月
算
定
時
に
賦
課
対
象
と

な
る
被
保
険
者
の
人
は
令
和
３
年
７
月
１

日
ま
で
に
資
格
を
取
得
さ
れ
て
い
る
人
で

す
。７
月
２
日
以
降
に
資
格
を
取
得
し
た

被
保
険
者
の
人
に
は
、取
得
月
の
翌
月
に

通
知
書
な
ど
を
郵
送
し
ま
す
。

▼
保
険
料
の
軽
減
に
つ
い
て

　
世
帯
の
所
得
状
況
に
応
じ
て
均
等
割
額

が
軽
減
さ
れ
ま
す（
表
４
）。

▼�

被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
に
対
す
る

軽
減

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
資
格
取
得
日

前
日
に
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
の
被
扶

養
者
だ
っ
た
人
は
、加
入
後
2
年
を
経
過

す
る
月
ま
で
の
期
間（
加
入
し
た
月
か
ら

24
か
月
ま
で
の
期
間
）に
限
り
所
得
割
額

は
な
く
、均
等
割
額
が
5
割
軽
減
と
な
り

ま
す
。

　

た
だ
し
、所
得
が
低
い
人
に
対
す
る
軽

減
に
も
該
当
す
る
人
は
、い
ず
れ
か
大
き

い
方
の
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

▼
自
己
負
担
割
合

　

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
は
、医
療

機
関
の
窓
口
で
総
医
療
費
の
１
割（
現
役

並
み
所
得
者
は
３
割
）を
自
己
負
担
し
ま

す
。保
険
証
の
更
新
時
に
、前
年
の
所
得
に

応
じ
て
自
己
負
担
割
合
を
判
定
し
ま
す
。

（例１）国民健康保険税の算定方法
 （例）�中央一郎さんの世帯の場合

�　
　国民健康保険に２人加入していて、世帯主の一郎さん（66歳）
は、年金収入120万円（所得10万円）、農業所得50万円、妻の春子
さん（59歳）はパート収入103万円（所得48万円)。
氏名 前年所得額 課税対象額（所得額－43万円）

中央 一郎 60万円 17万円

　　 春子 48万円 ５万円

合計 108万円 22万円

▶医療保険分の計算方法
①�所得割額…
　世帯の合計課税対象額（22万円）×所得割（7.57%）
　＝１万6,654円
②均等割額…加入者数（２人）×３万1,300円
　＝６万2,600円
③平等割額…１世帯につき２万2,700円
医療保険分合計
①＋②＋③＝10万1,900円（100円未満切捨て）

▶後期高齢者支援金分の計算方法
④所得割額…
　世帯の合計課税対象額（22万円）×所得割（2.33%）
　＝5,126円

⑤均等割額…加入者数（２人）×9,600円
　＝１万9,200円
⑥平等割額…１世帯につき6,900円
後期高齢者支援金分合計
④＋⑤＋⑥＝３万1,200円（100円未満切捨て）

▶介護納付金分の計算方法
※�中央一郎さんは、65歳以上の人が加入する介護保険制度
で介護保険料を納めているため、国民健康保険税では介
護保険分は課税されません。

⑦�所得割額…介護保険対象者の課税対象額（５万円）
　×所得割（1.86%）＝930円
⑧均等割額…加入者（１人）×9,800円＝9,800円
⑨平等割額…１世帯につき4,600円
介護納付金分合計　
⑦＋⑧＋⑨＝１万5,300円（100円未満切捨て）

 年間保険税額
　合計金額は14万8,400円（10万1,900円+３万1,200円
＋１万5,300円）ですが、中央一郎さんの世帯は５割軽減
世帯に該当するため、均等割額と平等割額が減額計算さ
れ、年間保険税額は８万5,500円になります。

（表３）保険料の決定

被保険者の保険料（10円未満切り捨て）
※賦課限度額　64万円

＝

均等割額
4万490円

+

所得割額
（前年中の所得－43万円）×7.86％
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（
注
）�一
定
基
準
額
と
は
、同
一
世
帯
に
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
て
い

る
被
保
険
者
が
、一
人
の
場
合（
単
身

世
帯
）と
二
人
以
上
の
場
合（
複
数
世

帯
）に
そ
れ
ぞ
れ
定
め
ら
れ
た
収
入

額
の
基
準
で
す
。

　
単
身
世
帯
…
３
８
３
万
円

　
複
数
世
帯
…
５
２
０
万
円

▼
保
険
料
の
納
付
方
法

　
特
別
徴
収（
年
金
か
ら
天
引
き
）の
人
に

は
、７
月
中
旬
に
保
険
料
額
決
定
通
知
書

お
よ
び
特
別
徴
収
開
始
通
知
書
が
郵
送
さ

れ
ま
す
。

　
す
で
に
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
い
る

人
は
、本
算
定
さ
れ
た
年
額
か
ら
４
月
、６

月
、８
月
で
徴
収
し
た
額
を
差
し
引
き
、残

り
が
10
月
、12
月
、翌
年
２
月
に
受
給
す
る

年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

　

普
通
徴
収
の
人（
納
入
通
知
書
で
金
融

機
関
や
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
な
ど
で

納
め
る
人
あ
る
い
は
口
座
振
替
で
納
め
る

人
）は
、７
月
中
旬
に
保
険
料
額
決
定
通
知

書
お
よ
び
納
入
通
知
書
が
郵
送
さ
れ
ま

す
。納
期
は
年
８
回（
７
月
か
ら
翌
年
２
月

ま
で
毎
月
）で
す
。

　

口
座
振
替
の
人
は
、決
定
通
知
書
に
記

載
さ
れ
た
納
期
限
の
日
に
指
定
口
座
か
ら

引
き
落
と
し
さ
れ
ま
す
。

　
納
期
限
を
確
認
し
、納
め
忘
れ
や
残
高
不

足
の
な
い
よ
う
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。ま
た

各
納
期
限
ま
で
に
納
付
が
な
い
場
合
に
は
、

翌
月
20
日
頃
に
督
促
状
を
発
送
し
ま
す
。

▼
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　
後
期
高
齢
者
被
保
険
者
で
住
民
税
非
課

税
世
帯
の
人
は
、申
請
す
る
と「
限
度
額
適

用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」が
交
付

さ
れ
ま
す
。こ
の
認
定
証
を
医
療
機
関
に

提
示
す
る
と
医
療
費
が
自
己
負
担
限
度
額

ま
で
の
負
担
で
済
み
、入
院
時
の
食
事
代

が
減
額
さ
れ
ま
す
。

　
申
請
方
法
な
ど
の
詳
細
は
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。す
で
に
認
定
を
受
け
８
月

の
更
新
後
も
対
象
に
な
る
人
は
、申
請
は

不
要
で
す
。認
定
証
は
山
梨
県
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
か
ら
郵
送
さ
れ
ま
す
。

▼
医
療
費
通
知
に
つ
い
て

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し
て
い

る
人
の
健
康
意
識
向
上
を
目
的
と
し
て
医

療
費
通
知
を
発
送
し
て
い
ま
す
。

　
み
な
さ
ん
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
意
見
を
も

と
に
、医
療
費
控
除
の
申
告
手
続
き
に
使

用
す
る
人
の
利
便
性
を
考
慮
し
、令
和
３

年
度
か
ら
医
療
費
通
知
の
発
送
時
期
や
記

載
さ
れ
る
診
療
月
な
ど
が
変
更
さ
れ
ま

す
。ま
た
、発
送
す
る
郵
送
物
も
文
字
を
大

き
く
し
、一
人
に
つ
き
１
通
の
わ
か
り
や

す
い
も
の
に
す
る
た
め「
は
が
き
」か
ら

「
封
書
」に
変
わ
り
ま
す（
表
５
）。

　
令
和
３
年
12
月
診
療
分
は
令
和
４
年
１

月
末
に
発
送
す
る
医
療
費
通
知
に
は
記
載

さ
れ
ず
、１
年
後
の
令
和
５
年
１
月
末
に

発
送
す
る
医
療
費
通
知
に
記
載
さ
れ
ま

す
。医
療
費
控
除
の
申
告
手
続
き
を
行
う

場
合
は
、令
和
３
年
12
月
診
療
分
の
領
収

書
が
必
要
に
な
る
の
で
、必
ず
保
管
し
て

お
き
ま
し
ょ
う
。

※�

み
な
さ
ん
が
病
院
な
ど
を
受
診
し
た
情

報
は
、受
診
し
た
月
の
２
か
月
後
に
山

梨
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
に
提

供
さ
れ
ま
す
。印
刷
期
間
も
含
め
て
医

療
費
通
知
の
発
送
に
は
３
か
月
程
度
か

か
り
ま
す
。

（表４）保険料均等割額の軽減

対象の所得要件
（世帯主および世帯の被保険者全員の軽減判定所得の合計額）

均等割の軽減割合

本則 令和
３年度～

43万円＋10万円×（給与・年金所得者等の数－1）以下 ７割 ７割

43万円＋10万円×（給与・年金所得者等の数－1）
＋28万5,000円×被保険者数以下 ５割 ５割

43万円＋10万円×（給与・年金所得者等の数－1）
＋52万円×被保険者数以下 ２割 ２割

※公的年金を受給されている人は、均等割軽減判定時に15万円が控除されます。

▼
基
準
収
入
額
適
用
申
請
書

　
住
民
税
課
税
所
得
金
額
が
１
４
５
万
円

以
上
の
被
保
険
者（
現
役
並
み
所
得
者
）が

い
る
世
帯
の
医
療
費
負
担
割
合
は
３
割
で

す
が
、一
定
基
準
額（
注
）未
満
の
場
合
、基

準
収
入
額
適
用
申
請
を
す
る
と
１
割
に
な

り
ま
す
。該
当
者
に
は
申
請
書
を
郵
送
し

て
い
ま
す
。

（表５）医療費通知の変更点

年度 発送時期と
回数

記載される
診療月

発送される
もの

令和
２年度

令和３年２月末
の１回発送

令和２年
１月～ 12月 はがき

➡
令和
３年度

令和４年１月末
の１回発送

令和２年12月～
令和３年11月 封書


